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日本工学アカデミーの使命

社団法人日本工学アカデミーは、広く学界、産業界及び国の機関等において、工学及び科学

技術並びにこれらと密接に関連する分野に関し、顕著な貢献をなし、広範な識見を有する指導

的人材によって構成されており、工学及び科学技術全般の進歩及びこれらと社会との関係の維

持向上を図るため、下記の諸活動を通じて、我が国ひいては世界の発展に資することを目的と

する。

記

l）国内外の工学・科学技術政策、教育等に関する調査研究、提言活動を積極的に行う。

2）国内外における学際・業際的及び新技術領域の活動を推進することに資する調査研究等の

諸活動を積極的に行う。

3）国内外の工学、科学技術の健全な進歩発展に寄与するための教育活動、及び一般に対する

普及、啓発活動を推進する。

4）上記の諸活動を効果的に実施するため、国内外の諸団体、特に海外の工学アカデミーとの

連携を強化し、共同事業等を推進する。

5）上記の一環として国際工学アカデミー連合の主要メンバーの一員として、特に近隣諸国に

おける工学アカデミーの設立に対して、良きアドバイザーとしての責務を果たす。

2000年７月19日理事会
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(要旨）

日本を変えるこれからの産学連携とは

－大学発新産業は創出できるか－

(はじめに）

ここ数年で大学を中心に産学連携を促進するための法整備が急速に進みつつある。しかし、「なぜ日本

に産学連携が必要なのか」という第一義が不明確なまま制度だけが先行しているという指摘もあり、そ

の意義をもう一度考え直す時期にきている。特に、教員、大学組織、TLO、企業、自治体等の意識改革が

追いつかないという根の深い問題もある。そこで、本WGでは「日本が科学技術・産業技術でフロントラ

ンナーを走りつづけるためには何をすべきか」という課題を設定し、大学、企業、ベンチャー・キャピ

タル（VC）の意見を聞き、それぞれが抱える問題を整理した。その結果、大学本来のミッションである

教育と研究を一旦切り離して、「大学発新産業は創出できるか｣というテーマで検討結果をまとめた。平

成14年３月８日、日本工学アカデミー談話サロンにおいて、その結果を報告し、会員の方々からたくさ

んのご意見を頂いた。ここでは、検討結果及びご意見に対するWGの考えを述べるとともに、日本を変え

るこれからの産学連携について提言する。

(現状認識）

我が国における産学連携の歴史は、戦後、基礎技術を外国に頼る（大企業中心による）キヤッチアッ

プ型文化が主流であったが、９０年代に入ると、シーズ、ニーズを自ら発掘する大競争時代（フロンティ

ア型文化）に移行した。その動きは、産、学、官および社会（国民、自治体等）間の連携に変化をもた

らした。私立・公立大の経営力強化を前提とした産学連携の動き、国立大の独立法人化の動きは大学の

あるべき姿を考え直すきっかけを作った。この2年間でTLO、国立大教職員の非公務員化などの法整備も

急ピッチに進み、産学をつなぐリエゾンセンターも大学を中心に全国的に設置されている。また、いわ

ゆる日本版バイドール法が施行され、これに基づく官ファンドの種類や予算も増え、教員や研究員には

やる気とアイデアさえあれば研究、特許ライセンシングを補償する仕組み作りが出来つつある。その結

果、大学本来のミッションである教育と研究とは別に、このｌ～2年で大学発ベンチャーも急増した。こ

れらベンチャーが今後、会社として軌道に乗るかは、今後数年の推移を見る必要がある。一方、産では、

大企業と中小企業で産学連携のアプローチに違いがみられる。大企業は、一社では賄えない大型の基礎

研究を官のファンドを使って推進する動きがあり、新領域の人材(研究者）については学の教員と共同．、

協力体制を組む場合が増えてきている。一方、地域や中小企業向けの官ファンドや自治体の優遇措置を

利用して、地域の中小企業、自治体、学（私大や地方の大学）とが連携する形態も増えつつある。これ

らの場合において、産学連携に関連した官ファンドも年々増えていってはいるが、官ファンドの使いづ

らさ（単年度主義、直間の費目管理による予算制度等）の問題が顕在化していることも事実であり、そ

の解消策を早急に考える必要がある。また、ファンドの管理体制もテーマ提案内容よりも成果に対する

評価（経済性・将来の収益性なども含む）に重点が移行しつつある。

一方、欧米では、米国の１９３０年代後半から始まったシリコンバレー、ＭＩＴなどの「学」主導の流れが

今も続いている。昨年からのIT不況の影響を受けてはいるが、産学連携の取組みは、より一層長期的か

つ大規模なプログラムとして推進されている。その一例として、カリフォルニア州が進めている「地域

クラスタによる長期的・大規模技術革新プログラム」は、２０年先の新産業創出を目指し、州政府、州立

大学、企業が一体となって、「技術開発」だけでなく、「事業化｣、「資金運用」の三つを巻き込んだ興味
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深い産学官の連携の形態といえる。英国では、独創的な研究シーズを増やす官ファンドが継続的に実施

されている。ドイツでは産と学（主に教授）の間で普段から活発な交流があり、マッチングファンドと

なる研究テーマが出やすく、教授が起業家に転向しやすい仕組みも整備され、大学発ベンチャーを生ま

れやすい環境が整っている。

(これからの産学連携に必要な視点）

大学発新産業を創出するためには、芽（シーズ）を出やすくする仕組みと、出てきた芽をシームレス

に花を咲かせる（事業化の）仕組みが必要である。学については、芽を出やすくするための大学教職員

の意識改革という視点が大事である。特に、独創的な研究を生む学と独創を事業に変える技を持つ産の

役割分担の明確化と人材流動を活発に行うことが大事である。この人材流動が長期的にみれば、産と学

の両方がわかる人材を育成することになる。また、シームレスな事業化を実現するには、「技術開発｣、「事

業化｣、「資金運用」から成る人材ピラミッド（ヒューマンネット）を作りやすくするという視点で法整

備を進める必要がある。さらに、カリフォルニア州の例のように、大学が中心となって、長期的かつ大

規模な地域密着型の新産業プログラムを計画する視点も重要である。

(提言）

以上の検討結果から、日本を変えるこれからの産学連携について提言を述べる。その第一は、芽がで

る仕組みとして、健全な大学経営と大学教職員のインセンテイブを向上するために、収益性を追求した

方式を提言する。第二に産学の役割分担を明確にして、技術開発、事業化、運用資金の人材ピラミッド

でシームレスな人材流動ができる仕組みを作り、その成功例を作ることを提言する。次に、花を咲かせ

る仕組みとして、第三にTLOやリエゾンセンターに資金運用と事業化のできる専門家を雇用して事業化

プロセスを促進する新産業創出ファンドの創設することを提言する。第四に、カリフォルニア州の地域

密着型産学連携を真似て、２１世紀版の日本型産学連携都市（地域クラスタ）を造り、学、地方企業、自

治体と連携した、長期的かつ大規模な計画を立案することを提言する。

２
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総 括

･ここ数年で大学を中心に産学連携を促進する法整備が急速に

進みつつある。

．しかし、「なぜ日本に産学連携が必要なのか｣の第一義について、

もう一度考え直すべき時でもある。

．特に､教員、大学組織､ＴＬＯ､企業、自治体等の意識改革が追い

つかないという根の深い問題もある。

.そこで､本ＷＧで大学､企業､ベンチャー･キャピタル(ＶＣ)の意見

を聞き､それぞれが抱える問題を整理した。
．ＷGの検討結果を平成14年３月８日、日本工学アカデミー談話サロ

ンにおいて報告し､会員の方々から頂いたご意見に対する見解を

述べる。

．最後に､我が国特有の問題を解決するために､これからの日本型

産学連携方式について提言する。

。

ＷＧ委員名簿z00Z33,現在
主査石原直NTT物性科学基礎研究所長

委員（１０名）

(産）阿部浩之（株)液晶先端技術開発センター取締役研究所長

(産）小泉英明（株)日立製作所中央研究所主管研究長
(産）宮坂栄一日本放送協会放送技術研究所研究主幹

(産）印牧直文NTTアドバンステクノロジ(株）関連企業本部
メキキズ･ビジネスプロジェクトリーダー

(学）酒井善則東京工業大学大学院理工学研究科教授

(学）中島真人慶雁義塾先端科学技術研究センタ長
(学）安田浩東京大学先端科学技術研究所

国際･産学共同研究センター教授

(ＶＣ）佐野睦典イノベーション･エンジン株式会社代表取締役
(ＶＣ）竹下明文株式会社ジヤフコ産学連携チームｼﾆｱﾏﾈｰｼﾞｬｰ

(マスコミ）町田敏夫日本経済新聞社編集局産業部

オブザーバ(1名）伊牟田均株式会社ジャフコ常務取締役

事務局（2名）

西村孝NTTサイバーソリューション研究所企画担当部長

萩田紀博ATRメディア情報科学研究所長

~

~



委員会

第1回

第2回

第3回

第4回

第5回

の

第6回

の 委員会

第7回

第8回

第9回

第10回

第11回

談話サロン

委員会開催状況(１）
開催日

2000/9/1９

１０/1８

１１/1７

１２/2０

2001/l/1８

2/2７

講 演 題 目

ＪＡＦＣＯにおける産学連携について

慶応義塾の研究センタ構想について

シリコンバレーのダイナミズムについて：

シリコンバレー駐在経験及び技術評価･技術

調査コンサルティング経験から

ハイテク取材の現場から

一先端産業と大学､地域社会一

ネットワークインキュベーターの活動に

ついて

産学連携ベンチャーと情報家電

講演者

佐野委員

中島委員

印牧委員

町田委員

増山弘之（株）

ベンチヤーリン

ク取締役

白川功大阪

大学大学院

教授

委員会開催状況(２）
開催日 講 演 題 目

2001/4/1７ 東大先端科学技術インキユベーションセ

ンターについて

6/1９ 企業における基礎研究と産学連携につ

いて

9/1８ 立命館における産学連携と今後の展開

2002/l/2８ 報告書案審議

う/うう 報告書案審議

3/８ ｢日本を変えるこれからの産学連携とは」
一情報専門部会産学連携ＷＧ最終報告一

講演者

安田委員

曽根純一

NEC基礎研究

所長

田中道七

学校法人立命

館副総長

石原主査

分野

ＶＣ

学

産

マス

ＶＢ

学

５

分野

学

産

学

６
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御輿罰

日本が科学技術｡産業技術でフロントランナー

を走りつづけるためには

Ｌ目的

標頓、

７

虐釧鑑鑑蕊蕊蕊謹

目的:なぜ産学連携が必要なのか？

|出た芽を事業化l：

／
、

ド

６

I新しい芽をだす；

１０鯛
繍

シーム
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２現状認識

２１産学連携の歴史

産学連携の歴史:日本

護送船団方式＝個人のレベルで責任とリスク

を負う時代に

，

戦後

～1980年代

1990年～

基礎技術は外国に頼るキヤッチアップ型文化

（大企業中心文化）

且
フロンティア型文化へ

＝フロントランナー：シーズ･ニーズは自ら発掘
大競争時代の到来

l(）
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1980米国議会によるBayh-DoleAct制定

1２

◆1980年バイドール法制定、1981年施行、1983,84修正

・国のファンドからでた発明は大学に帰属
・発明は500名以下の中小企業を優先して事業化し､米国で販売

.大学帰属発明の特許申請は大学の費用で
・政府がその発明を使う場合はロイヤリティ無し､独占権無しで
・1983年に､本法を政府関係R&D機関にも適用

・1984年に､ライセンス独占権の期限を撤廃

産学連携の歴史:米国

８

1930年代後半から大学を中心とした産学連携が発展

小粒なアイデアから国家的な研究構想まで、

人材ピラミッド都市群を形成

◆
◆

1937-年スタンフオード大Hewlett＆Packard

Fターマン教授の助言でHP社設立

＝シリコンバレーの始まり(1939年）

→その後､若手研究者と起業家が集合。

l942-44MITレーダ開発

1944-5Oペンシルバニア大コンピュータ開発

一

1945年Bush大統領レポート"Science-TheEndlessFrontier，，

（学＝産の技術移転の始まり）
Manhattanプロジェクトの成功一大学研究の重要性認識

1960～70年代政府の特許制度の弊害

・国の資金による学の成果＝国が特許保有＝産に移転せず
国保有特許28,000件中、産へのライセンスは５％以下(1980）

・企業に独占使用権なし＝産に魅力なし

貼Pb，弔冊凡凡H品昂晶晶恥彊

１１

米国バイドール法とは？122,

一



ー

‐

米国バイドール法の効果122,

■大学の特許取得､ライセンス契約が急増

３０大学(1980年）＝約１０倍に増加(1997）
特許数(大学発）8000件以上(1993-97）

■大学発特許ライセンスによる起業数

2200社以上(1980-97）

■１０００件以上のプロダクト創出

■毎年約300億ドルの経済効果(25万ジョブ

雇用創出）

２ 現状認識

２２産学連携の全体像

１３

1４
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ZＯ

産学連携の全体像:日本

｢社会」

工 工
~＝ Ｌ三 乏三

｢官」 『

（露
<二〉<二〉

<二〉

２現状認識

２３産学を取り巻く社会情勢

~

1５

一

1６
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｢学｣を取り巻く社会情勢

学の第一義は教育だが､大学発VBのための問題は？

■少子化による学生数減少､理系離れ→大学経営見直し

■国立大一独立法人化､統廃合の動き

■私立大､公立大一健全な財務体質と経営力強化

■社会へのアカウンタビリティ(説明責任)不足
研究資金は欧米と同じだが社会還元が少なすぎるにｓｌ
・日本の研究者のl／3は大学だが､特許出願は0.04％

・研究資金１４４兆円の内､約3兆円は大学研究費

（Ｃｆ米国:16.8兆円の内、約２５兆円、

英国:147億ポンドの内29億ポンド）

｢学｣を取り巻く社会情勢 大学発ベンチャー

近年増加傾向にあるが､世界に通じるベンチャーが
日本からまだでていない

１７

･日本26社(99)＜英46社(９８)く米279社(98),独650社(９７)（科学技術政策研究所調べ）

･累計251社(2001年９月現在）（日経新聞2002220朝刊[71）

1０

６０

6５

経済産業省の目標：

2002～2004年度に

大学発ＶＢ１０００社設立

1８
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Z２

｢学｣を取り巻く社会情勢 政策決定機関

教授会とは独立に､スピードと柔軟性をもつ政策決定機関

を設立する動きがでてきた

■慶応義塾先端科学技術研究センターなどでは実施済

■独立法人化の国立大の基本制度に関する検討会議
（文部科学省2002221[8]）

・役員会(学長､畠'1学長､外部有識者)：

財務会計､職員配置､役員報酬等を審議

・評議会(学部長など):教育研究面(カリキュラム､教員人事、

組織など)を審議

・運営協議会(役員会十外部有識者):経営面を審議

・学長：最終意志決定者､最重要課題は役員会の裁量に

・教職員:非公務員，，

｢学｣を取り巻く社会情勢ＴＬＯ

法整備は着々と進んでいる

■大学等技術移転促進法(１９９８年８月施行)でTLOを介した

特許出願は増加傾向
(1)承認TLO平成13年３月現在１７機関

・大学等の教官個人または公立､私立大学等の特許権などを扱う

ＴＬＯ助成金の交付(助成率2/３，年3000万円まで）

(2)認定TLO平成13年３月現在は0件(産総研が準備中）
・大学･国研等の国有の特許権などを扱うTLO＝特許料､審査請求料の免除

■産業活力再生特別措置法(１９９９年１０月施行)でTLO活性化
(1)承認TLOに対して特許料(当初3年間)、審査請求料をl/2に軽減する。

■産業技術力強化法(2000年４月施行）
(1)TLOの国立大学キャンパスの無償使用措置

平成13年３月現在無償使用許可TLO数９機関

2０

へ
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｢学｣を取り巻く社会情勢 リエゾン･センター

｢学｣と｢産｣と結ぶリエゾン･センターができつつある

■ＴＬＯ以外に技術移転や企業とのアライアンスを組む
東大キャンパス内にASTＥＣ(先端科学技術エンタープライズ

(株))設立など

■大学と異業種企業群間で大型の複合型研究アライ

アンス構想の動き

・京都大学国際融合創造センター(ⅡC):産学連携では初めて

｢融合アライアンス｣型の萌芽的･探索的研究開発を提案

（年間４～６億円、内｢産｣から２～４億円調達予定）
・東京大学情報理工学科ARA

２１

｢学｣を取り巻く社会情勢 教員

法整備は米国レベルまで進んできた

■産業活力再生特別措置法(1999年10月施行）

日本版パイ.ドｰﾉﾚ規定を含む＝発明者への権利保護

■産業技術力強化法(2000年４月施行）

→教員のやる気､向上策

→教員の役員兼業

■独法化国立大教職員の非公務員化の答申案提出(2002年２月）

＝国立大教員の非公務員化

ラフ
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｢学｣を取り巻く社会情勢 官

Ｈｌ４ Ｈｌ３

予算総額(案） 393億円 ＞２０４億

＊下記１～４．は内訳でないので総額に合計額が合わない 円

1．経済･社会ニーズに対応した １６２ ＞１３０

共同研究等の推進

2.技術移転機関の機能強化 １８０ ＞ 1５６

3.大学発ベンチャー等の支援･育成 ８１ ＞４５

4.有望地域における技術移転施策の ８６ ＞ ２

集中展開
2３

｢産｣を取り巻く社会情勢

■少子化､高齢化に対応した労働力確保
・即戦力のある研究者の人材確保

・終身雇用制度の崩壊傾向

■企業の再編／リストラ
・Ｒ＆Ｄのスクラップ＆ビルトで､基礎研究比率は減少

■基礎研究は大学にアウトソーシングヘ？
・萌芽的･創造的な研究と人材育成で大学に期待

.特に海外への大学への研究資金が年々増加

■大型研究プロジェクトは、「官｣のファンドで運用
■地域企業、自治体､学との連携体制

・慶雁大学KLL,川崎市
2４

一

一
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｢産｣を取り巻く社会情勢 起業家

米国に比べ、日本は起業できる学歴･職歴が偏っている

(文部科学省の科学技術政策研究所のＶＢ学歴･職歴調査）

■ベンチャー経営者は中小企業出身者が主力
・高卒以下:従業員99人以下の中小企業の製造・

技術系出身

・大卒文系:中小企業の営業･販売系出身が多い

・大学理系:中小企業と中堅･大企業(従業員300人

以上)出身者に2分

■大学等で起業家を生み出す職業教育を増やせ

｢産｣を取り巻く社会情勢 法整備

産業界も法整備が進んでいる

■産業技術力強化法（２０００年４月施行）

・民間における技術の｢実用化｣に向けた環境整備

→民間企業へのやる気向上策

・実用化･実証のための民間の応用技術開発への
補助制度の導入

（平成13年度予算案４８億円、２/3補助）

2５

･創造的な中小企業に対する特許料､審査請求料の軽減
（平成１２年１２月特許料軽減lOO件､審査料軽減11件）

ﾕ６
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｢VC｣を取り巻く社会情勢

日本と米国とではベンチャーファンドに差が

■日本は短期運用、米国は３～５年の運用
・日本:早期の株式公開で利益回収する短期的運用が殆ど
一大学発技術シーズを評価できるＶＣがいない

・米国:少なくとも３～５年のインキユベーシヨン期間を前提

■米国ＶＣの投資スキームにも変化
ＩT中心＝生産設備への巨額投資へ

２７

｢Vc｣を取り巻く社会情勢 VB事業の成長パターン

日本と米国とではベンチャーファンドに差が

へ

~



｡

．

欧米の産学連携 大学のリエゾン組織(米国）

支援内容 １ＶⅡＴ

IＬＰ(職員50名）

リエゾン 会員200社、

会費5万ドル／年

収入８００万ドル

OfficeofSponsorcd

研究契約 Program(職員19名）

事務 取扱金額7.25億ドル

TechnologyLicensing

Officc(職員26名）

技術移転
年間収入1707万ドル

特許出願年間161件

ライセンス年間95件

実効契約件数565件

スタートアップ企業１９社

Stanibrd

IＡＰ

研究分野別に54組織

企業別に担当教授配置

1）国､非営利機関

SponsorGdProgr団ｍＯｍｃｅ(職
員17名）取扱金額359億ドル

2)産業界

Indu5triill〔〕ontrmctOmce（職

員4名）取扱金額033億ドル

OfnceofTechnology

Transi1er(職員25名）

年間収入4008万ドル

特許出願年間146件

ライセンス年間147件

実効契約件数972件

スタートアップ企業17社

UCBerkelev

ILP(工学部）

会員350社

会費0.5-3万ドル／年

SponsoredPrQject
Ｏ髄Ｃｅ(職員20名）

取扱金額430億ドル

OfiiceofTechnology

Transfer(職員13名）

年間収入570万ドル

特許出願年間４３件

ライセンス年間67件

実効契約件数179件

3，
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日米比較欧米の産学連携

へ
ノ
ー

句
。

~ｌプロジェクトに異分野(化学､物理､土木､生物等）

の専門家が参加していない

＝プロジェクトが小粒で単一分野

２研究成果→産業界は､米国は博士、日本は修士が中心
3．米国はゼロベースから産学包括提携(例:デュボンとMIT）

日本は企業の－部署と大学の一教授との提携が主

4.米国:研究者のベンチャー企業(VB)化支援体制
→ＶＢ経営者､財務担当者を探してくれる

日本:特許使用許諾の仕組みの議論が先行
→ＶＢ経営者､財務担当者を探しずらい

欧米の産学連携地域クラスタによる

長期的･大規模技術革新プログラム(米国）

■名称:CISIイニシアティブ

■目的:カリフォルニア州が世界最先端ハイテク地域でありつづ
けるために､２０～30年後を見越した技術革新基盤を構築

■概要

・州立大内に設置された｢カリフォルニア科学･技術革新研究所」

（CISI)を中心に4機関【QB3:バイオ関連,CAL(IT)2:IT関連，
ＣＮＳI:ナノテク,CITRIS:ITと社会環境】を構成

・研究費：４年間で4機関総額で１２億ドル(１５００億円)以上
・州政府が２００４年度まで４年間で1億ドル(１２５億円)出資

・州政府は出資金の2倍以上を外部(企業､連邦政府等)から調達を義務化。

・企業200社(マイクロソフト､IBMバンクオブアメリカなど)も参加

・企業への期待

・資金提供､製品化リードタイム短縮、

・人材育成(学生にビジネスマインド伝授）
３１

~

日本に欠けている4つのポイントとは（日経新聞200i10,朝刊{2,）

Z８
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欧米の産学連携英国（１）
■大学への研究資金のリソース回

･’位HEFC(高等教育基金)、２位RC(研究協議会）
･伝統的助成システム:Dualsupportfimding
l)長期的研究課題向き資金→ＨＥＦＣ

・制約が少ない

・資金配分は研究能力評価作業(RAE)の評価で決定
２)特定研究プロジェクト→ＲＣ

・提案ベースで獲得する資金
･'81大学中上位20大学で

ＨＥＦＣの56.7％､ＲＣの65.9％を占有(1997/1998）
ＨＥＦＣ:HigherEducationFundingCouncil
RCResearchCoullcil

欧米の産学連携英国（２）
■産学共同研究関連施策１５，

１)ＬＩＮＫ:1988年～1998で予算総額920億円
・学の資源を産業競争力の強化に役立てることを目標
・７省､５ＲＣからの資金提供による英国最大の助成制度
・政府と企業(1300社以上)の半々 負担｡企業も資金拠出

．一般に参加企業が特許等の知的財産権の所有者

２)ＲＯＰＡ:1994年～97年で予算総額380億円
・個人的興味に基づく研究に対する助成

・企業から研究資金をうけた実績ある研究者に限る。

・オリジナリティと実施可能性が求められる。
・６RCからの資金提供で､支援期間は1～2年

３)ファーサイトLINK-Award：1994年～
・政府が当面実施すべき課題で産学協同で実施
・ＬＩＮＫと近年合体

・所要資金の約2/3を参加企業が負担

_う．う

3４
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欧米の産学連携大学のリエゾン組織(英国)1,,

支援内容

ﾘエゾン

研究契約

事務

技術移転

Oxibrd

l)学内組織(一般企業向け）
Res“rchServiceOmce

(職員１８名）
2)学外組織(会員企業向け）
lｓｉｓｉｎｎＯｗＵｔｉ０ｎ

(職員11名）

ResenrchServiceOmce

･外部資金獲得のための学内

研究者に対するアドバイス

･研究契約締結

Isisi'mOvatiOn(大学の子
会社、職員１１名）

会員約50社

年間会費6800ポンド

特許出願年間約50件

保有特許約200件

スビンアウト企業１５社

Cambridgｅ

WolfSonlndustrial

LiaisonOfnce(職員１０名）

一般企業向け

最初だけWol心oｎ

IndustrialLiaisonO価Ｃｅが

窓口。後は各学部で。

ＣａｍｂｒｉｄｇｅUniv．
TechnimlSeWiceLtd．

(大学の子会社､WlLO職員

が兼任）

特許出願年間１５件

ライセンス年間約50件

スビンアウト企業２５社

lmperialCollege

1)グラント･企業向け

ResearchContrnctsOmce

(職員約20名）

2)研究者へのコンサル

ＩｃｏＮ(大学１００％子会社）

Ｒ“ezlrchContractsOmce

企業との共同研究形成

活動

ICI1movation(大学の
子会社､職員12名）

特許出願年間30-35件

スピンアウト企業３７社

3５

欧米の産学連携ドイツ（１）
（研究･技術計画学会第14回年次学術大会講演集p34S-350より16]）

■大学の研究資金
・90％が公的資金(州、政府）

・州政府資金の7割が基本的資金､残り3割は競争資金

■大学教員:身分は公務員で兼業は勤務時間20％まで可能

■技術移転

・発明の権利は教員に帰属。
・大学発特許のうち､教員出願41％、企業出願が54％

・TLB(テクノロジーライセンシングビューロ)が

特許出願手続きとマーケティング活動を担当

・ライセンシング収入は特許出願などの諸経費を除いた
ネット収入の30％をTLBが､発明者35％とその組織35％

3６

へ

へ
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欧米の産学連携ドイツ（２）
（研究･技術計画学会第14回年次学術大会講演集p345-350より[61）

■スタートアップ企業設立
１）An-Institute:大学と企業の技術的ギャップを埋める研究所

・教授が個人的設立｡財団法人が一般的｡有限会社もある。

・大学とは独立だが大学も協力関係あり。

、研究総額は大学研究費の４％に相当(1994年)。
・そのl/3は州政府から研究資金として受け取る

・学生雇用可｡学位論文もだす。

２)ベンチャー企業(VB)の設立
・雇用創出のためVB設立奨励

・バイオでは1996年から3地域選定で産学官連携開始

・1996～99年でバイオベンチヤ-30社設立。

■総 括
・特許､ライセンシングによる技術移転､大学発ベンチャー企業

創設施策よりも､まず普段からの産学連携協力体制を重視。
．このため、マツチングフアンドのベースができている３７

3．これからの産学連携

に必要な視点

３８
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教員など

4Ｃ

これからの産学連携に必要な視点

シームレスな大学発新産業とIま
蕊雲i鍾蕊■芽がでるしくみ

蕊塞譲、教員TLO等のｲﾝｾﾝﾃｲブ向上
一 .独創的な研究を生む､学と産の役割分担
「亘Ｉと人材流動１ノ

ー

Ｉ､く

■花を咲かせるしくみ

。技術開発､資金運用､事業化の

人材ピラミッドの作り方

.事業化プロセスの加速策

Ｆｄ元=●~■、~■Fdもﾏ､お一旬司
酋凸qLp少凸竪●型L･全｡凡●ムダ』

〆、

.ＶB事業→地域密着型新産業へ
3９

■企業のニーズが見えるように

■出る杭は打たれる環境"要因の排除

■ビジネス経験者を増やす

■事業家､資金運用者､投資家とのチャネルを増やす

■ＶＢ事業が失敗した場合の環境を整備

■公私混同の問題二会社と大学の両立

■会社設立費用の問題を解消できないか

Ｃｆ日本は1000万円以上必要,米国は手数料程度

２２

これからの産学連携に必要な視点

、
』

Ｆ
Ｌ

大学発新産業を産むためには、
〆、



ー

‐

これからの産学連携に必要な視点 ＴＬＯ

TLOのインセンティブを向上するには

■経営者は大学出身者(在職者を含む)中心
一ＣＯＯ,ＣＦＯをいれた組織へ

■ＴＬＯ職員全体のインセンティブ不足一やる気高揚策は？
■技術移転ノウハウ不足をどう解消できるか

■ライセンスだけで利益が見込めない(米国主要大学の特許収支
は工学が±Ｏかマイナス､医学は＋）

■国立大のTLO(株式会社方式)は株式公開で利益を生めか？
■TLOは大学付属ＶＣになれるか？

Ｃｆスタンフオード大、ドイツなどはベンチャー起業の中軸は

TLOでなく教授

４１

これからの産学連携に必要な視点 人材ピラミッド

技術開発､資金運用､事業化の3つの側面が大事
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材はいるまいる

２４

4４

(莞雷享墓蔦諒~）

これからの産学連携に必要な視点技術開発人材

人

◆技術開発の問題:独創的な研究が進まない

｢産」「学」
･国のファンドはとれる

．指導できる優秀な人材が不足

ﾘーダ

■
■

｢工(こう)｣型

へ
岬
斑

ここが

人材不足

こが

↑不足

リーダ１１リーダ２１リーダ３

■｢産｣の役割

・新産業創出を前提に､国内大学との実質的な

共同研究の推進

・基礎研究は大学にアウトソーシング

■｢学｣の役割

・現状の人材リソース(｢工｣型)にこだわらず、

新産業を生む独創的な研究(基礎研究)に挑戦

・出てきた芽をシームレスに｢産｣に移転できる

体制作り

人

~

これからの産学連携に必要な視点産､学の役割

サブＩサブＩサブ

4３

学生1,学生Z,学生3,…



ー

‐

これからの産学連携に必要な視点事業化と資金運用

ＣＯＯ:chiefoperatingofHcer､最高(業務)執行責任者
CFOchieffmancialofflcer､最高財務責任者

４５

これからの産学連携に必要な視点事業化プロセス

,学の成果を事業化する促進＊灘
・事業の目とお金の目をもっている人が少ない

・事業の目:ユーザの立場で事業化できる人(COO）

・お金の目:事業化を金銭的に保証する人(CFO）

■事業化フェーズをシームレスにつなげる役割が不在

・コーディネータ､コンサルタント不足

・研究／開発／事業化のブリッジ役不足

・大学／企業／金融機関のブリッジ役不足

４６
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これからの産学連携に必要な視点官のファンド

■国(官)の資金が本当に技術革新やベンチャー等

に使える仕組みになっていない

・単年度主義(秋に予算がついて年度末報告）

・産学両方が使いづらい費目予算

■技術開発､資金運用､事業化を視野にいれて、

将来新産業を生む､新しい科学技術ファンドを
■長期的(１０～20年)な計画の下で新産業創出を

狙ったカリフオルニア州のようなファンドを

４７

これからの産学連携に必要な視点地域密着型産学連携

■地域密着型の大学発VB事業は短期的･小規模

プロジェクトが多い

一カリフオルニア州のように､産学及び地域が
連動して、「長期的(20～30年)｡大規模な」

技術革新基盤を構築する計画にできないか

４８

へ

~
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これからの産学連携に必要な視点

事業化プロセスからみたまとめ

4９

事業化ﾌ゚ ﾛｾｽにおける各界の状況と課題(まとめ）
事業化

ｽﾃｯﾌ゚

1．シーズの

発掘

2.技術の

評価

3.会社

設立

(事業構築）

4．開発から

ﾋ゙ｼ゙ﾈｽへ

その他

教員

･小粒で､シース

指向ﾃｰﾏ中心

･特許を書かな

い

･大学発はｼｰｽ

指向で企業の二一

ｽﾞに合わない

･やる気のある

教員1脇

･公私混同

･自力での資金

集め難

ﾋ゙ ｼ゙ ﾈｽ開発の

人材不足

(ＣＯＯ・CFO）

教員の評価

大学･TLO

･特許取得等

の支援

ﾗｲｾﾝｼﾝｸ゙で

Iま儲からない

･大学の資金

援助では不

十分

ﾘﾀー ﾝへの認

識(失敗して

も傷まない）

･ＴＬＯはベン

ﾁｬｰにどう関

わるのか

企業

･基礎研究は

縮小傾向

大企業と中小

で大学への

期待が異なる

･周辺技術の

提供

･資金提供

経営に対する

支援と干渉

一企業ででき

ないﾃｰﾏを大

学の教員と国

の資金の利

用でﾘｽｸ分散

官

･地方自治体

Iさ学と連携し、

小額の費金で

立ち上げ

･研究の中身

よりも大先生

の人脈で評価

･資金の使い

道はまだ限定

的

･提供する資

金規模小(米

国の1/10）

ＶＣ

分野に偏りが

ある(ﾊ゙ｲｵ）

技術目利きは、

ｱｳﾄｿーｼﾝｸ゙で

対応

専門家集団

(弁護士､会

計士CFO、

ＣＯＯなど)の

紹介､提供

経営に対する

支援と干渉

課題

長期的視点に

たった研究が必

要

･国の資金も

含め､ＶＢに

必要な資金

をいかに注

入するか

･ﾏｯﾁﾝｸ゙ﾌｧﾝﾄ゙

･人材のﾋ゙ ﾗﾐｯ
卜

･人材の低流

動性

EAJInfbrmationNo､108／2002年５月 ２７
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4.談話サロンでのご意見に関するＷＧの見解

5１

談話サロンでのご意見に関するＷＧの見解

会員からのご意見会員からのこ

大学の第一義は教育のはず｡収益性

追求が本務のように見える。

官(役所)の目を気にしない工学アカデ

ミーらしい分析をしてほしい

産学連携のこれからの視点として

人文･社会科学との連携が重要では。

連携とは産と学をわけるのではなく、

両方わかる人間を育てればよいの

では

０月

WGの見解

第一義を忘れているわけではなく､本ＷＧ

は科学技術立国としての大学発VBという

視点で学のあるべき姿に焦点をあてた。

官ファンドの使いにくさ(単年度主義､費目

予算など)を報告書に盛り込んだ。

その通りだ｡ＷＧの議論でも､産＝学に

移った人に連携やVBを始めたら、学も学生

から産の仕事もする経験が大事という意見

がでた。

5２

へ

へ



蕊雲i鍾蕊｜・教員TLO等のｲﾝｾﾝﾃｲブ向上提言’僻

５提言

静

句
】

一
コ

２９

シームレスな大学発新産業創出のための提言

■芽がでるしくみ

EAJInformationNo､１０８／２００２年５月

、
〕

産業へ提言４

ｌノ
ー

5４

雪（
、
‐
ノ

･独創的な研究を生む､学と産の役割分担提言２
と人材流動

、
，
ノ

日の
提言３

、
‐
ノ



3０

提言１（教員等のインセンティブ向上）
健全な大学経営､教員･職員の意識改革を目的に、

収益性を徹底的に追求し､教員自身の努力が資金、

設備､施設の差に反映し､大学のアカウンタビリティ

向上に貢献する産学連携方式をトライヤルせよ

５５

提言２（産学のJ役割）

｢産｣と｢学｣の役割を明確にして､技術開発､事業化、
運用資金の人材ピラミッドがシームレスに人材流動

できるしくみを作ることによって､我が国独自の新産

業を生み出す革新技術の成功例を作れ

5６

へ

~
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提言３（事業化プロセス促進策）

技術開発中心の研究開発資金(JST,NEDO等）
だけでなく､技術開発､資金運用､事業化の全プロ

セスを支援する､新産業創出ファンドを創設して、
我が国の大学発VB起業を加速せよ。

特に、「学｣(TLO､リエゾンセンター等)が資金運

用(CFO)と事業化(COO)の専門家を(再)雇用でき、
事業化の成功報酬を受けられる新しいファンド(費
目管理無し､単年度主義無し)を創設せよ

5７

提言４（地域密着型新産業）

米国の産学連携を徹底的に真似て､２１世紀の日本

型産学連携都市(地域クラスタ)を造れ。
特に､国によるモデル都市構想などを当てしないで、

動機づけがしっかりした｢学｣と地元企業､地方自治体
と連携して長期的かつ大規模な計画を立案せよ。

５８
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産学連携の課題に関する参考文献(２）

5９

3２

産学連携の課題に関する参考文献(１）

6０

番号 タイトル 年月日 資料名／著者名等 ＵＲＬ

１ 産学連携[2001年６月２日号]日

本版産学連携はどうあるべき

力、

2001/(16/０
、
一

WeeklV

TOYOKEIZAI『週

刊東洋経済』掲載の

広告企画

http//wwwtoVokcizalcojp/a｡/ｔｏ

kushu/sangakuO10602html

２ 産業連携加速大学変ぼう国

内で脱･象牙の塔

2001/１０/９ 日本経済新聞朝刊 http://wwwJcaapcorg/toudai．

shokuren/dekigoto/011009,ｈｔｍｌ

３ 西溌委員資料｢産学連携の課

題について」

経済産業省 http://www、ctigojp/policy/innｏ

vatlon-corp/party-9.
documcnthtm

４ 科学技術動向特集:カリフオ

ルニア州技術革新イニシアティ

ブの動向

２００１年

８月号

文部科学省科学技
術政策研究所科

学技術動向研究セ
ンター

http://www.、lstepgoJp/achieV/nｘ

卯､/stfb/sttOO5j/indexhｔｍｌ

５ 英国の産学連携システムに関

する研究

塚本芳昭(東京工業

大学)清水喬雄(ジェ

トロロンドン）

http://www此rctitcchacjp/publis

h/dissertation/gb2000htm

番号 タイトル 年月日 資料名／著者名等 ＵＲＬ

６ ドイツの研究大学における産学

連携システムに関する研究

塚本芳昭(東工大)、西

尾好司(富士通総研)、

富士原寛(ジェトロベル

リン)、野田龍彦

http://www・fbrctitechacjp/pｕ

blish/dissertation/germanhtm

７ ｢大学発｣ベンチャー251社筑
波大など調査

2002厘/2０ 日経新聞

８ 法人化の国立大:役員会で意思

決定

2002/2/2２ 日経新聞

９ R正TI政策シンポジウム産学

連携の制度設計:大学改革への
インパクト

2001/１２/１ 独立行政法人経済産

業研究所

http://wwwrietigojp／

1０ 法律に基づいて承認を受けた技

術移転機関(承認TLO）

平成１４年

1月

文部科学省 http://www・mext,gOJp/a_ｍｅｎ

u/shinkou/sangaku/index､htm

１１ 国立大学教員等の役員兼業の

状況(平成１３年度上半期）

文部科学省． http://wwwjinjigojp/kengyo/ｆ

-kenghtm

１２ 国立大学等の｢企業等との共同

研究｣の平成１２年度の実施状
況について

2001/１１/１

５

文部科学省 http://www、cxtgojp/a-mcnu

/shinkou/sangaku/indexhtm
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産学連携の課題に関する参考文献(４）

６１

‐

産学連携の課題に関する参考文献(３）
番号 タイトル 年月日 資料名／著者名等 ＵＲＬ

１３ 産学官連携関係平成14年度

文部科学省概算要求の概要

平成13年

1１月

文部科学省研究振

興局
hltp"www此rctitechacjp/publi

瀞h/dis筋ertation/gcrmanhtm

１４ 大学等技術移転促進法に基づ

く実施計画の承認について

)Oyl/1７ 文部科学省、経済

産業省
http//wwwmextgojp/a-menu/爵

hinkou/sangaku/mdexhtm

1５ 公立大学等教員の兼業規制の

現状について

2001/に/2６ 文部科学省 ｈ
ｈ

tp//wwwmextgojp/a-menu/ｓ

nkou/sangaku/indexhtm

1６ 産学官連携 文部科学省 ｈ
ｈ

tp"wwwmextgojp/a-menu/ｓ

nkou/sangaku/indexhtm

1７ 国立大学等における受託研究

の受入状況

平成１４年

１月

文部科学省 ｈ
ｈ

tp↑//ｗｗｗｍｅｘｔｇｏＪｐ/amenu/ｓ

nkou/sanglku/indexhtm

1８ 共同研究センターの設置状況 文部科学省 ｈ
ｈ

【p:"wwwmextgojp/a-menu/ｓ

nkou/sangaku/indexhtm

1９ 平成１４年度文部科学省の産

学官連携関係予算案の概要

平成１４年２

月

文部科学省 http//wwwmeXtgOjp/a-menu/ｓ

hinkou/sangaku/indexhtm

番号 ﾀイトル 年月日 資料名／著者名等 ＵＲＬ

２０ 国立大学法人(仮称)における

産学官連携の在り方について

(審議の概要）

2001/１２/1１ 科学技術･学術審繕
会技術･研究基盤部

会産学官連携推進

委員会

http//ｗｗｗｍｅＸｔ､goJp/amenu/ｓ

hmkou/sangaku/mdexhtm

２１ 産学連携ＮＯＷ?大学をあなた

のパートナーに?(平成１３年度

版）

20()1/１１/１ 文部科学省研究振

興局

htlp//wwwmextgojp/a-menu/ｓ

hmkou/sangaku/mdexhtm

２２ ＢＡＹＨ－ＤＯＬＥＡＣＴ(バイドール

法概要とその結果）

1999/9/１ Councilｏｎ

Governmental

Relations(ＣＯＧＲ）

http://www･ucopedu/ott/bavhh1
ｍｌ

２３ 国立大学等と民間等との共同

研究･受託研究における成果

の取扱い等

について

経済産業省 http://www、etigojp/Policy/in、

(watlon-co巾/party-9‐
documenthtm

２４ 法人化後の大学の身分形態と

TLOの経営形態

経済産業省 http"wwwmetigojp/policy/in、

ovmtlon-colp/Party-9‐
documenthtm



3４

産学連携の課題に関する参考文献(５）
番号

２５

２６

２７

２８

２９

3０

３１

タイトル

公務員型独法職員と非公務員

型独法職員の比較

米国における産学連携支援組
織の例

米国大学における利益相反規

程の例

大学発ベンチャーの時代

平成１３年版科学技術白喜（参
考)主要国の科学技術振興方
策

平成13年版科学技術白呑？

我が国の科学技術の想像力？

VB事業の成長パターン

『ベンチャー投資の実務』

年月日

2000年１２

月号掲載

1997/06/０

資料名／著者名等

経済産業省

経済産業省

経済産業省

機械学会麓メカライフ

文部科学省

文部科学省

エム･ヴィー･シー／

三井物産薬務部編：

日本経済新聞

ＵＲＬ

http:"www・metigojp/policy/in、

ovation-coIp/party-9‐
documenthtm

http:"wwwmetigojp/policy/in、

ovat1on-co印/party-9‐
documenthtm

http://www、etigojp/policy/in、

ovation-corp/pa可-9‐
documenthtm

http"www・fbrc､titechacjp/Publi
sh/disseItation/mechl唾2000ht、

http:"wwwwpmextgojp/kag200
l/index-16.hｔｍｌ

http:"wwwwPmeXtgojp/kag200
1/index､html#tｏｃｌ２６

6３

へ

へ
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